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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第55期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高（千円） 3,651,407 2,748,187 25,036,477

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
△432,547 △399,205 314,642

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△431,460 △409,832 278,905

純資産額（千円） 7,069,450 7,353,347 7,785,399

総資産額（千円） 34,681,714 23,616,012 24,739,730

１株当たり純資産額（円） 443.44 461.25 488.35

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△27.06 △25.71 17.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 20.38 31.14 31.47

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
295,292 △281,014 12,235,034

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,636 177,908 △7,049

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△775,985 △514,210 △11,659,205

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
740,835 1,180,628 1,797,944

従業員数（人） 306 287 293

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第54期及び第55期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 287 (24)

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（常用パート、パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は

（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 273 (24)

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（常用パート、パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第１四半期会計期間の

平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び不動産事業では、生産実績を定義することが困難で

あり、建設事業においては請負形態をとっているため、販売実績を示すことはできません。また、不動産事業では受注

生産形態をとっておらず、生産実績及び受注実績を示すことはできません。

このため、受注及び販売の状況については「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」にお

けるセグメントの業績に関連付けて記載しております。

なお、当社グループのうち、当社が受注及び販売の大半を占めているため、当社単独の事業の状況を次のとおり記載

いたします。

(1）建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

（イ）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

合計
（千円）

期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

前第１四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年６月30日)

木造建築工事 1,738,540 776,619 2,515,159 436,075 2,079,084

その他の建築工事 134,249 438,757 573,007 327,264 245,743

計 1,872,7901,215,3763,088,167 763,339 2,324,827

当第１四半期累計期間

(自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日)

木造建築工事 1,322,257 964,915 2,287,172 522,008 1,765,164

その他の建築工事 215,560 308,213 523,774 314,894 208,880

計 1,537,8181,273,1282,810,947 836,903 1,974,044

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

木造建築工事 1,738,5404,015,8135,754,3534,432,0961,322,257

その他の建築工事 134,249 1,433,4991,567,7491,352,188 215,560

計 1,872,7905,449,3127,322,1035,784,2841,537,818

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事

高にその増減額を含みます。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は、（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

（ロ）受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第１四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

木造建築工事 － 776,619 776,619

その他の建築工事 － 438,757 438,757

計 － 1,215,376 1,215,376

当第１四半期会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

木造建築工事 － 964,915 964,915

その他の建築工事 － 308,213 308,213

計 － 1,273,128 1,273,128
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（ハ）完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第１四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

木造建築工事 － 436,075 436,075

その他の建築工事 － 327,264 327,264

計 － 763,339 763,339

当第１四半期会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

木造建築工事 － 522,008 522,008

その他の建築工事 － 314,894 314,894

計 － 836,903 836,903

（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前第１四半期会計期間　

該当する相手先はありません。

当第１四半期会計期間　

該当する相手先はありません。

（ニ）繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

木造建築工事 － 1,765,164 1,765,164

その他の建築工事 － 208,880 208,880

計 － 1,974,044 1,974,044

(2）不動産事業における販売の状況

期別 区分 数量 金額（千円）

前第１四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

不動産販売高    

戸建住宅 31棟　 1,504,858 

商業ビル等 １棟　 600,000 

土地 7,711㎡　 578,824 2,683,682

その他売上高 －  125,919

計 －  2,809,601

当第１四半期会計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

不動産販売高    

戸建住宅 26.5棟　 1,130,627 

商業ビル等 －棟　 －  

土地 4,898㎡　 531,577 1,662,204

その他売上高 －  120,427

計 －  1,782,632

（注）１．不動産販売高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の不動産販売高及びその割合は、次のとおり

であります。

前第１四半期会計期間

個人　　　　　　　　　　　　　　　600,000千円　　　22.4％

当第１四半期会計期間

該当する相手先はありません。

２．その他売上高は、不動産賃貸収入、販売手数料収入等であります。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況　

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第1四半期連結会計期間におけるわが国経済は、生産、輸出及び個人消費に持ち直しの動きが見られたものの自

律的な回復力は弱く、原油や原材料価格の上昇やデフレの継続等により、景気の先行きは不透明な状況が続きまし

た。

　建設・不動産業界におきましては、住宅ローン減税の拡充や、住宅エコポイント制度の導入など、住宅取得促進施

策が採られ、持ち家や分譲住宅の着工戸数に下げ止まりの兆しが見られましたが、雇用・所得環境の低迷により、住

宅購入意欲の本格的な改善には至りませんでした。

　このような状況のもと、当社グループは、顧客の建物に対するニーズに柔軟に対応するため、「分譲住宅の合理

性」と「注文建築の自由度」を兼ね備えた新・住まいづくりシステム「バイ・コンセプト」を、戸建分譲事業用地

の販売手法に導入するとともに、中期経営計画に掲げたエリア戦略に基づき、総合事業拠点を中心とした地域密着

営業を展開し、「ＨＯＳＯＤＡ」ブランドのフラッグシップ商品として発表した長期優良住宅〈創造空間「軸」〉

を主軸に、受注・販売活動を推進いたしました。また一方で、業務の効率化、コストの低減と販売費及び一般管理費

の削減等に引き続き取り組んでまいりました。

　その結果、当第1四半期の連結売上高は27億４千８百万円（前年同期比24.7％減）、営業損失は３億１千１百万円

（前年同期は２億６千万円の営業損失）、経常損失は３億９千９百万円（前年同期は４億３千２百万円の経常損

失）となり、四半期純損失は４億９百万円（前年同期は４億３千１百万円の純損失）の計上となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（イ） 建設事業

　建設事業におきましては、５つのエリアの分譲地で長期優良住宅〈創造空間「軸」〉の住宅展示場を同時開設

するとともに、本社周辺に加え、各拠点や分譲地の住宅展示場を利用した商品説明会やエコポイントセミナー、税

金相談会等の集客イベントを開催し、受注拡大に努めてまいりました。

　この結果、売上高は８億４千５百万円（前年同期比10.8％増）となり、営業損失は２千１百万円（前年同期は６

千７百万円の営業損失）を計上いたしました。

（ロ） 不動産事業

　不動産事業におきましては、当社の主力事業である戸建分譲事業では、各拠点や分譲地の住宅展示場での集客イ

ベントに加え、新・住まいづくりシステム「バイ・コンセプト」の導入を拡大し、分譲地の販売促進に注力いた

しました。その結果、業績は概ね順調に推移いたしました。一方、収益不動産事業におきましては、事業撤退過程に

おいて、前第１四半期に計上した物件売却７億３千万円に対し、当第１四半期では１億６千５百万円となり５億

６千５百万円減少いたしました。また、第２四半期に売却が確定したたな卸資産に対する評価損１億１千８百万

円を計上いたしました。

　この結果、売上高は18億２千２百万円（前年同期比35.4％減）となり、営業損失１億５千１百万円（前年同期は

４千９百万円の営業損失）の計上となりました。

（ハ） その他事業

　その他事業といたしましては、金銭の貸付業務や美容室の店舗運営等により、売上高は７千９百万円（前年同期

比16.5％増）、営業損失１百万円（前年同期は７百万円の営業損失）をそれぞれ計上いたしました。

(2）財政状態の分析

当第１四半期末における総資産は、236億１千６百万円となり、前連結会計年度末と比べて11億２千３百万円の減

少となりました。これは主に、現金預金が６億１千４百万円、受取手形・完成工事未収入金等が３億３千５百万円、

投資有価証券が７千６百万円減少し、たな卸資産が合計で１億６千３百万円増加したこと等によるものでありま

す。

負債につきましては、162億６千２百万円となり、前連結会計年度末と比べて６億９千１百万円の減少となりまし

た。これは主に、短期借入金、長期借入金及び社債（１年内償還予定を含む）の合計が５億１千４百万円減少し、支

払手形・工事未払金等が１億８百万円増加したこと等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末と比べて４億３千２百万円減少し、73億５千３百万円となりました。これは主に、四

半期純損失が４億９百万円計上されたこと等によるものであります。この結果、自己資本比率は31.14％となりまし

た。　
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、11億８千万円となり、前

連結会計年度末と比べて６億１千７百万円減少いたしました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は２億８千１百万円（前年同期は２億９千５百万円の増加）となりました。これは

主に、たな卸資産の売却による資金の回収と売上債権の減少による収入がありましたが、税金等調整前四半期純損

失が計上されたことや、新たにたな卸資産を購入したことによる支出等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果増加した資金は１億７千７百万円（前年同期は７百万円の使用）となりました。これは主に、投

資有価証券の売却、保険積立金の解約による収入等による増加であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用した資金は５億１千４百万円（前年同期は７億７千５百万円の使用）となりました。これは主

に、販売にともないプロジェクト資金の借入金の返済を進めたこと及び社債の償還によるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

特記事項はありません。

　

(6）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,216,512 16,216,512
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数100株

計 16,216,512 16,216,512 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日　
－ 16,216,512 － 6,820,590 － 570,950

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 274,200　
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式  15,940,900

　
159,409 －

単元未満株式 普通株式　 　　1,412 － －

発行済株式総数 16,216,512 － －

総株主の議決権 － 159,409 －

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱細田工務店

東京都杉並区阿佐

谷南３－35－21
274,200 － 274,200 1.69

計 － 274,200 － 274,200 1.69

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５　月 ６　月

最高（円） 145 175 140

最低（円） 131 128 118

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,553,628 2,167,944

受取手形・完成工事未収入金等 21,551 356,870

未成工事支出金 536,992 240,687

販売用不動産 13,565,414 13,900,089

仕掛販売用不動産 2,879,682 2,681,051

その他のたな卸資産 19,588 16,714

その他 130,535 216,725

貸倒引当金 △1,098 △11,590

流動資産合計 18,706,294 19,568,493

固定資産

有形固定資産

土地 2,856,088 2,873,076

その他（純額） ※1
 1,137,019

※1
 1,155,355

有形固定資産合計 3,993,107 4,028,431

無形固定資産 194,845 200,850

投資その他の資産

投資有価証券 103,718 179,736

その他 618,370 817,435

貸倒引当金 △324 △55,217

投資その他の資産合計 721,764 941,954

固定資産合計 4,909,717 5,171,236

資産合計 23,616,012 24,739,730

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 1,324,786 1,216,563

短期借入金 ※2
 11,666,102

※2
 12,162,303

1年内償還予定の社債 50,000 50,000

未払法人税等 11,343 42,319

賞与引当金 43,699 －

完成工事補償引当金 99,360 110,485

その他 1,110,924 1,347,278

流動負債合計 14,306,216 14,928,950

固定負債

社債 325,000 350,000

長期借入金 587,382 580,392

退職給付引当金 673,302 669,299

その他 370,763 425,687

固定負債合計 1,956,448 2,025,379

負債合計 16,262,664 16,954,330
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,820,590 6,820,590

資本剰余金 570,950 570,950

利益剰余金 168,687 571,514

自己株式 △90,407 △90,407

株主資本合計 7,469,820 7,872,647

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,870 40,090

土地再評価差額金 △134,343 △127,338

評価・換算差額等合計 △116,472 △87,247

純資産合計 7,353,347 7,785,399

負債純資産合計 23,616,012 24,739,730
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 3,651,407 2,748,187

売上原価 3,038,475 2,227,676

売上総利益 612,932 520,511

販売費及び一般管理費 ※1
 873,182

※1
 831,601

営業損失（△） △260,249 △311,090

営業外収益

受取利息 3,527 255

受取配当金 3,133 2,211

投資有価証券売却益 6,575 29,215

保険配当金 4,715 －

その他 5,398 9,746

営業外収益合計 23,350 41,428

営業外費用

支払利息 179,534 116,795

その他 16,113 12,748

営業外費用合計 195,647 129,543

経常損失（△） △432,547 △399,205

特別利益

固定資産売却益 17 4,225

貸倒引当金戻入額 2,990 2,347

役員退職慰労金戻入額 － 35,381

特別利益合計 3,007 41,954

特別損失

固定資産除却損 1,097 －

固定資産売却損 615 －

減損損失 － 5,667

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 39,314

その他 700 －

特別損失合計 2,412 44,981

税金等調整前四半期純損失（△） △431,951 △402,232

法人税、住民税及び事業税 1,328 7,351

法人税等調整額 △1,819 248

法人税等合計 △491 7,599

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △409,832

四半期純損失（△） △431,460 △409,832
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △431,951 △402,232

減価償却費 43,288 38,377

減損損失 － 5,667

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,273 △10,265

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,058 43,699

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,527 4,002

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △26,058 △11,124

受取利息及び受取配当金 △6,660 △2,466

支払利息 179,534 116,795

固定資産売却損益（△は益） 597 △4,225

固定資産除却損 1,097 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 39,314

売上債権の増減額（△は増加） 311,651 335,319

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,303,260 △163,134

仕入債務の増減額（△は減少） △415,546 141,588

その他 △421,746 △266,287

小計 595,324 △134,974

利息及び配当金の受取額 3,470 2,466

利息の支払額 △200,642 △119,251

法人税等の支払額 △102,860 △29,254

営業活動によるキャッシュ・フロー 295,292 △281,014

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,000 △33,000

定期預金の払戻による収入 30,000 30,000

有形固定資産の取得による支出 △2,100 △4,025

有形固定資産の売却による収入 3,726 17,832

無形固定資産の取得による支出 △65,864 △352

投資有価証券の売却による収入 47,471 72,901

貸付けによる支出 △19,367 －

貸付金の回収による収入 3,689 1,261

保険積立金の解約による収入 － 99,038

その他 24,808 △5,748

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,636 177,908
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 950,000 944,000

短期借入金の返済による支出 △499,800 △277,280

長期借入金の返済による支出 △1,201,185 △1,155,930

社債の償還による支出 △25,000 △25,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △775,985 △514,210

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △488,329 △617,316

現金及び現金同等物の期首残高 1,229,164 1,797,944

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 740,835

※1
 1,180,628
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更　 資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ1,414千円増加し、税金等調

整前四半期純損失は40,728千円増加しております。　

　　

【表示方法の変更】

　当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結貸借対照表）

前第１四半期連結会計期間において、固定資産の「有形固定資産」に含めて表示しておりました「土地」は、資産総

額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第１四半期連結会

計期間の「有形固定資産」に含まれる「土地」は2,872,460千円であります。

(四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

たな卸資産の評価方法 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１．※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,650,280千

円であります。

１．※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,636,751千

円であります。

２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対する

保証債務は次のとおりであります。

２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対する

保証債務は次のとおりであります。

㈱大空リサイクルセンター 4,240千円 ㈱大空リサイクルセンター 5,560千円

成田市公津西土地区画整理組合 280,000千円

３．※２　財務制限条項

当社のシンジケート・ローン契約による借入金

2,490,000千円（１年内返済予定額2,490,000千円）に

は財務制限条項が付されております。

その内容は次のとおりであります。　

(1) 平成18年10月２日付実行可能期間付タームローン契

約（残高250,000千円）

各年度の決算期の末日における連結及び単体の貸借

対照表上の純資産の部の金額を、平成18年３月期の

末日における連結及び単体の貸借対照表上の資本の

部の金額の75％の金額以上にそれぞれ維持するこ

と。

(2) 平成19年３月26日付金銭消費貸借契約（残高

2,240,000千円）

各年度の決算期の末日における連結及び単体の貸借

対照表における純資産の部の合計金額を、前年同期

比75％以上にそれぞれ維持すること。

なお、(1)につきましては、前連結会計年度末において

同条項に抵触しておりますが、主な参加金融機関から

期限の利益を喪失させない旨の同意を得ており、財務

制限条項の抵触を理由に期限の利益を喪失することは

ありません。

３．※２　財務制限条項

当社のシンジケート・ローン契約による借入金

2,960,000千円（１年内返済予定額2,960,000千円）に

は財務制限条項が付されております。

その内容は次のとおりであります。　

(1) 平成18年10月２日付実行可能期間付タームローン契

約（残高500,000千円）

各年度の決算期の末日における連結及び単体の貸借

対照表上の純資産の部の金額を、平成18年３月期の

末日における連結及び単体の貸借対照表上の資本の

部の金額の75％の金額以上にそれぞれ維持するこ

と。

(2) 平成19年３月26日付金銭消費貸借契約（残高

2,460,000千円）

各年度の決算期の末日における連結及び単体の貸借

対照表における純資産の部の合計金額を、前年同期

比75％以上にそれぞれ維持すること。

なお、(1)につきましては、当連結会計年度末において

同条項に抵触しておりますが、主な参加金融機関から

期限の利益を喪失させない旨の同意を得ており、財務

制限条項の抵触を理由に期限の利益を喪失することは

ありません。　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 253,959千円

広告宣伝費 162,280千円

貸倒引当金繰入額 6,263千円

賞与引当金繰入額 20,383千円

従業員給料手当 236,669千円

広告宣伝費 156,571千円

賞与引当金繰入額 34,597千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,110,835千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金

370,000千円

現金及び現金同等物 740,835千円

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,553,628千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金

373,000千円

現金及び現金同等物 1,180,628千円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平

成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　16,216千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 　　　　　　　　274千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。　

　

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の金額の著しい変動　

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
建設事業
（千円）

不動産事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 763,3392,819,85668,2113,651,407 － 3,651,407

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 4,033 － 4,033 (4,033) －

計 763,3392,823,89068,2113,655,441(4,033)3,651,407

営業利益又は営業損失（△） △67,686△49,020△7,546△124,253(135,996)△260,249

（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

事業区分は事業内容を勘案し、次のとおり分類しております。

建設事業：戸建住宅の建築、宅地造成等の企画・設計・工事等の請負

不動産事業：戸建住宅、マンション、オフィスビル、宅地等の開発・分譲及び不動産の仲介・賃貸・コンサル

ティング等

その他事業：金融サービス事業、美容室の店舗運営

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　

　当社グループでは、顧客に対するサービス内容により、主として事業を建設及び不動産と区分し、それぞれ

の事業で戦略を策定し、事業を展開しております。

　従って、当社グループでは、報告セグメントを「建設事業」及び「不動産事業」としております。各事業の

概要は以下のとおりであります。

　　建設事業　　　戸建住宅の建築、宅地造成等の企画・設計・工事等の請負　

　　不動産事業　　戸建住宅、マンション、オフィスビル、宅地等の開発・分譲及び不動産の仲介・賃貸等　　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）

 

　

報告セグメント
その他
　

（千円）
　

（注）１

合計
　

（千円）　
　
　

調整額
　

（千円）
　
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）
(注）３

　建設事業

（千円）

不動産事業
（千円）

計　
（千円）

売上高     　   

(1) 外部顧客に対する売上高 845,9701,822,7262,668,69679,4912,748,187－ 2,748,187

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 2,914 2,914 57 2,972　△2,972 －

計 845,9701,825,6402,671,61179,5492,751,160△2,9722,748,187

セグメント利益又はセグメント

損失（△）
△21,760△151,685△173,446△1,687△175,133

△135,956

　
△311,090

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス事業・美容

室の店舗運営等であります。

２．セグメント損失の調整額△135,956千円は、セグメント間取引消去2,972千円及び各報告セグメント　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に配分していない全社費用△132,984千円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の重要な減損損失又はのれん等に関する情報　

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。　　
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

デリバティブ取引（ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除く）の四半期連結会計期間末残高が

ないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 461.25円 １株当たり純資産額 488.35円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 27.06円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 25.71円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） 431,460 409,832

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 431,460 409,832

期中平均株式数（千株） 15,942 15,942

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は

前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社細田工務店

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　  洋平　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　恭治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社細田工務店

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社細田工務店及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注）1.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　2.  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社細田工務店

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　  洋平　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　恭治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社細田工務店

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社細田工務店及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注）1.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　2.  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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